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Ⅰ 当初予算の規模 

 

１ 予算規模 

 令和５年度当初予算は、令和５年度潟上市重点施策推進方針に基づき、ふるさと

潟上の活力を担う「稼げる力」「支える力」「考える力」の３つの力により、「第

２次潟上市総合計画後期基本計画」に位置付けられた「第２次潟上市まち・ひと・

しごと創生総合戦略」の目標を実現するため、特に産業振興や労働生産性の向上と

子育て世代への支援、定住・移住推進などの施策・事業に注力した予算とした。 

 

令和５年度予算では、「進化する潟上」を目指し、３つの力を創造するため、県

内就職から結婚、妊娠、出産、子育てというライフステージに応じた切れ目のない

支援で若者や子育て世代を後押しするとともに、帯状疱疹ワクチン助成や一人暮ら

し高齢者の見守りなど、高齢者の元気な暮らしを守る事業を展開する。また、市内

事業者への支援や職業紹介所の開設などにより雇用を確保し、職住環境を向上させ、

定住・移住希望者にも積極的に支援する等のソフト事業を充実させている。 

 

普通建設事業については、プライマリーバランス黒字化継続のため、市債発行額

を元利償還金の 1/2 程度としながらも、企業誘致に係る市道改良事業を本格化させ

るほか、雨水排水対策や市道の補修・改良を堅実に進める予算としている。公共施

設については、公共施設等総合管理計画に基づく廃止・解体を引き続き進める。 

 

当初予算規模は前年度当初予算と比較して増加している。国が主導していたワク

チン接種を含む新型コロナウイルス感染症関連事業が減少したが、エネルギー価格

高騰の影響により公共施設の管理運営経費等や各種業務委託料、一部事務組合負担

金などが増加したほか、高齢化の進行等による社会保障費の伸びが著しい。市税収

入は増加しているものの、地方交付税（臨時財政対策債を含む）の減少が見込まれ

るため、財政調整基金を５億円取り崩している。 

 

新型コロナウイルス感染症関連事業については、徐々に平時対応となることが見

込まれる中で、ワクチン接種に関しては国の動向を注視し、補正予算で対応する。 

(参考)当初予算規模の推移 

令和４年度  145 億 3,400 万円 （前年度比△ 3.3％） 

令和３年度 ６月補正後(肉付け) 150 億 2,816 万 1 千円 （前年度比△11.7％） 

令和２年度  170 億 1,900 万円 （前年度比＋17.2％） 

令和元年度  145 億 2,108 万 8 千円 （前年度比△ 1.8％） 

平成 30 年度  147 億 8,600 万円 （前年度比△ 2.3％） 

 



２　歳入・歳出の内訳

（１）　歳入
(単位：千円、％)

本年度 構成比 前年度 増減額 増減率

1 市税 2,823,096 19.1 2,812,570 10,526 0.4

2 地方譲与税 141,800 0.9 142,268 △ 468 △ 0.3

3 利子割交付金 1,000 0.0 2,000 △ 1,000 △ 50.0

4 配当割交付金 9,000 0.1 5,000 4,000 80.0

5 株式等譲渡所得割交付金 11,000 0.1 6,000 5,000 83.3

6 法人事業税交付金 34,000 0.2 25,000 9,000 36.0

7 地方消費税交付金 780,000 5.3 720,000 60,000 8.3

8 自動車税環境性能割交付金 8,000 0.1 6,000 2,000 33.3

9 地方特例交付金 37,000 0.3 32,000 5,000 15.6

10 地方交付税 6,002,612 40.6 6,015,748 △ 13,136 △ 0.2

11 交通安全対策特別交付金 2,000 0.0 3,000 △ 1,000 △ 33.3

12 分担金及び負担金 27,449 0.2 25,969 1,480 5.7

13 使用料及び手数料 182,315 1.2 170,654 11,661 6.8

14 国庫支出金 1,858,992 12.6 2,197,101 △ 338,109 △ 15.4

15 県支出金 1,005,787 6.8 978,404 27,383 2.8

16 財産収入 2,415 0.0 2,385 30 1.3

17 寄附金 80,001 0.5 1 80,000 8,000,000.0

18 繰入金 760,741 5.2 403,410 357,331 88.6

19 繰越金 250,000 1.7 250,000 0 0.0

20 諸収入 236,077 1.6 237,490 △ 1,413 △ 0.6

21 市債 516,715 3.5 499,000 17,715 3.6

14,770,000 100.0 14,534,000 236,000 1.6

款

歳　入　合　計

【市税】２８億２,３０９万６千円（前年度比＋１,０５２万６千円　＋０.４％）
　　　市民税△１,７１９万４千円、固定資産税＋３,１５３万３千円
　　　入湯税△２,５９９万１千円　等　

【地方交付税】６０億２６１万２千円（前年度比△１,３１３万６千円　△０.２％）

【国庫支出金】１８億５,８９９万２千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年度比△３億３,８１０万９千円　△１５.４％）
　　　総務費補助金△１億６,８２８万９千円、衛生費負担金△８,３９０万５千円
　　　衛生費補助金△7,521万3千円　等

【繰入金】７億６,０７４万１千円（前年度比＋３億５,７３３万１千円　＋８８.６％）
　　　財政調整基金繰入金＋３億３,０００万円、ふるさと応援基金繰入金＋２,２４０万９千円　等　

【市債】５億１,６７１万５千円（前年度比＋１,７７１万５千円　＋３.6％）
　　　臨時財政対策債△１億３,０１８万５千円、道路整備事業債＋４,８２０万円
　　　水道会計出資債＋３,３３０万円　等
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自主財源

２９.５％

依存財源

７０.５％

①市税

２８億２,３０９万６千円

１９.１％
②分担金・負担金等

５億２,８２５万７千円

３.５％

③繰入金

７億６,０７４万１千円

５.２％

④繰越金

２億５,０００万円

１.７％

⑤地方交付税

６０億２６１万２千円

４０.６％

⑥国庫支出金

１８億５,８９９万２千円

１２.６％

⑦県支出金

１０億５７８万７千円

６.８％

⑧市債

５億１,６７１万５千円

３.５％
⑨地方譲与税等

１０億２,３８０万円

７.０％

１４７億７,０００万円

歳入

(単位：千円、％)

本年度 構成比 前年度 増減額 増減率

① 市税 2,823,096 19.1 2,812,570 10,526 0.4

② 分担金・負担金等 528,257 3.5 436,499 91,758 21.0

③ 繰入金 760,741 5.2 403,410 357,331 88.6

④ 繰越金 250,000 1.7 250,000 0 0.0

⑤ 地方交付税 6,002,612 40.6 6,015,748 △ 13,136 △ 0.2

⑥ 国庫支出金 1,858,992 12.6 2,197,101 △ 338,109 △ 15.4

⑦ 県支出金 1,005,787 6.8 978,404 27,383 2.8

⑧ 市債 516,715 3.5 499,000 17,715 3.6

⑨ 地方譲与税等 1,023,800 7.0 941,268 82,532 8.8

14,770,000 100.0 14,534,000 236,000 1.6

項目

歳　入　合　計
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（２）　歳出

　《目的別予算》
(単位：千円、％)

本年度 構成比 前年度 増減額 増減率

1 議会費 170,658 1.2 171,117 △ 459 △ 0.3

2 総務費 1,480,072 10.0 1,625,480 △ 145,408 △ 8.9

3 民生費 6,037,303 40.9 5,854,767 182,536 3.1

4 衛生費 1,034,592 7.0 1,105,995 △ 71,403 △ 6.5

5 労働費 2,409 0.0 77 2,332 3,028.6

6 農林水産業費 346,148 2.3 317,069 29,079 9.2

7 商工費 440,599 3.0 404,873 35,726 8.8

8 土木費 1,321,473 8.9 1,248,245 73,228 5.9

9 消防費 926,630 6.3 920,730 5,900 0.6

10 教育費 1,197,299 8.1 1,031,386 165,913 16.1

11 災害復旧費 3,000 0.0 3,000 0 0.0

12 公債費 1,794,817 12.2 1,836,261 △ 41,444 △ 2.3

13 予備費 15,000 0.1 15,000 0 0.0

14,770,000 100.0 14,534,000 236,000 1.6

款

歳　出　合　計

　《性質別予算》

(単位：千円、％)

本　年　度 構成比 前　年　度 増減額 増減率

7,001,142 47.5 7,009,516 ▲ 8,374 ▲ 0.1

人件費 2,622,760 17.8 2,615,843 6,917 0.3

扶助費 2,583,565 17.5 2,557,412 26,153 1.0

公債費 1,794,817 12.2 1,836,261 ▲ 41,444 ▲ 2.3

投資的経費 760,360 5.1 651,369 108,991 16.7

普通建設事業費 757,360 5.1 648,369 108,991 16.8

うち補助事業 244,748 1.6 274,796 ▲ 30,048 ▲ 10.9

うち単独事業 512,612 3.5 373,573 139,039 37.2

災害復旧事業費 3,000 0.0 3,000 0 0.0

そ　の　他 7,008,498 47.4 6,873,115 135,383 2.0

物件費 2,503,028 16.9 2,461,970 41,058 1.7

維持補修費 315,035 2.1 331,437 ▲ 16,402 ▲ 4.9

補助費等 2,459,522 16.7 2,438,482 21,040 0.9

うち一組負担金 957,747 6.5 938,598 19,149 2.0

繰出金 1,512,306 10.2 1,471,042 41,264 2.8

投資及び出資金 80,606 0.5 42,715 37,891 88.7

貸付金 100,000 0.7 100,000 0 0.0

積立金 23,001 0.2 12,469 10,532 84.5

予備費 15,000 0.1 15,000 0 0.0

歳　出　合　計 14,770,000 100.0 14,534,000 236,000 1.6

区　　　　分

義務的経費
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【人件費】２６億２,２７６万円（前年度比＋６９１万７千円、＋０.３％）
　勤勉手当＋１,５６５万５千円、時間外手当△１,９４１万１千円、共済負担金・社保等＋１,０３９万３千円　等
 
【扶助費】２５億８,３５６万５千円（前年度比＋２,６１５万３千円、＋１.０％）
　障がい福祉＋１,８９１万２千円、福祉医療費＋２,７７５万１千円、出産・子育て応援給付金＋１,８００万円、生活保護△１,２２９万
６千円、児童扶養手当△１,６２６万３千円　等
 
【公債費】１７億９,４８１万７千円（前年度比△４,１４４万４千円、△２.３％）
　元金△３,４４５万８千円、利子△６９８万６千円

【普通建設事業費】７億５,７３６万円（前年度比＋１億８９９万１千円、＋１６.８％）
　道路改良・橋梁補修事業＋４,８２４万円、こども園・保育園改修＋６,４１５万１千円、小学校改修＋４,６５４万３千円、コロナ対応
地方創生臨時交付金事業△６,０７７万３千円

【物件費】２５億３０２万８千円（前年度比＋４,１０５万８千円、＋１.７％）
　コロナワクチン接種事業△６,７４５万１千円、コロナ対応地方創生臨時交付金事業△８,６２３万６千円、光熱水費・燃料費＋７,８
８５万４千円、給食調理委託５,０１９万２千円、地域活性化イベント事業費＋１,７４８万１千円、廃棄物処理＋３,７１６万６千円

【補助費等】２４億５,９５２万２千円（前年度比＋２,１０４万円、＋０.９％）
　下水道会計負担金等＋１,２２２万２千円、一部事務組合負担金＋１,９１４万９千円、種苗交換会＋２,３００万円、保育施設運営費
負担金＋４,１５４万４千円、稼げる力創出補助金＋１,０００万円、コロナワクチン接種事業△８,３９１万７千円　等

【繰出金】１５億１,２３０万６千円（前年度比＋４,１２６万４千円、＋２.８％）
介護保険事業＋１,６８２万４千円、後期高齢者医療事業＋２,４９３万４千円

【投資及び出資金】８,０６０万６千円（前年度比＋３,７８９万１千円、＋８８.７％）
水道会計出資金＋３,７７１万１千円

義務的経費

４７.５％

投資的経費

５.１％

その他

４７.４％

人件費

２６億２,２７６万円

１７.８％

扶助費

２５億８,３５６万５千円

１７.５％

 公債費

 １７億９,４８１万７千円

１２.２％

普通建設事業費等

７億６,０３６万円

５.１％

物件費

２５億３０２万８千円

１６.９％

維持補修費

３億１,５０３万５千円

２.１％

補助費等

２４億５,９５２万２千円

１６.７％

繰出金

１５億１,２３０万６千円

１０.２％

その他

２億１,８６０万７千円

１.５％

１４７億７,０００万円

歳出
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３　基金の状況

(単位:千円)

令和４年度末
見込額

令和５年度
積立額

令和５年度
取崩額

令和５年度末
見込額

1,860,422 1 △ 500,000 1,360,423

109,968 109,968

ふるさと応援基金 194,121 △ 50,500 143,621

合併振興基金 501,419 △ 180,000 321,419

過疎地域持続的発展基金 21,301 14,200 35,501

森林環境譲与税基金 13,538 8,800 △ 2,259 20,079

2,700,769 23,001 △ 732,759 1,991,011

基金名

財政調整基金

減債基金

合　計

特
定
目
的
基
金

～　財政調整基金について　～

　令和４年度は、当初予算で１億７,０００万円、補正予算では光熱水費等のエ
ネルギー価格高騰対応で５,０００万円、除雪対応で１億５,０００万円を取り崩
した。
　これに対し、３月補正予算までの積立額は６億４,２８５万７千円で、年度末
基金残高は１８億６,０４２万２千円となる見込み。

　令和５年度は、重点施策推進方針に基づく事業等への活用や、長引くエネル
ギー価格高騰による公共施設維持管理費の増、臨時財政対策債の減などにより、
当初予算で５億円を取り崩す。
　前年度剰余金等の積立は補正予算にて対応する。基金残高については、今後も
標準財政規模の１０～１５％の規模　（約１０～１５億円）を維持できるよう、
財政運営を行っていく。

（参考）財政調整基金残高の推移（百万円未満を四捨五入）

　令和４年度末　　　　１８億６,０００万円

 　令和３年度末　　　　１５億８,８００万円

 　令和２年度末　　　　１０億８,２００万円

   令和元年度末　　　  １５億７,８００万円

  平成30年度末　　　  １９億８,５００万円
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４　市債現在高の状況

（単位：千円）

令和５年度

発行見込額 償還見込額

一般会計 17,475,624 728,815 1,704,023 16,500,416

うち臨時財政対策債 5,303,216 109,315 504,256 4,908,275

その他市債 12,172,408 619,500 1,199,767 11,592,141

５　プライマリーバランス

（単位：千円）

元金償還額
（Ａ）

市債発行額
（Ｂ）

プライマリー
バランス

（Ａ）－（Ｂ）

1,704,023 516,705 1,187,318

1,738,481 499,000 1,239,481

年度

令和５年度当初

令和４年度当初

　　令和５年度当初予算のプライマリーバランスは約１１億
　９,０００万円の黒字

区分
令和４年度末

見込額
令和５年度末

見込額

（１）　臨時財政対策債
　　令和５年度予算額 １億９３１万５千円
　  （前年度比△１億３,０１８万５千円）

（２）　その他市債
　　令和５年度予算額 ４億７４０万円
　　（前年度比＋１億４,７９０万円）
　　※発行見込額との差額（２億１,２１０万円）は繰越事業分

(単位：千円、％)

本年度 前年度 増減額 増減率

社会保障関係 7,883,457 7,843,517 39,940 0.5

国民健康保険事業特別会計 3,353,446 3,439,949 △ 86,503 △ 2.5

後期高齢者医療特別会計 401,118 396,016 5,102 1.3

介護保険事業特別会計 4,128,893 4,007,552 121,341 3.0

財産区 2,994 1,713 1,281 74.8

豊川財産区特別会計 2,024 335 1,689 504.2

和田妹川財産区特別会計 316 383 △ 67 △ 17.5

飯塚財産区特別会計 654 690 △ 36 △ 5.2

下虻川財産区特別会計 － 305 △ 305 皆減

企業会計 3,789,923 3,192,430 597,493 18.7

水道事業会計 2,037,640 1,347,125 690,515 51.3

下水道事業会計 1,752,283 1,845,305 △ 93,022 △ 5.0

11,676,374 11,037,660 638,714 5.8

６　令和５年度　各特別会計・企業会計予算

会計名

合　計
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（歳入） 地方消費税市町村交付金（社会保障財源化分）
４億６,０００万円

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費への充当
４億６,０００万円

（単位：千円）

財源内訳

特定財源 一般財源

国 県 その他

引き上げ分の地
方消費税（社会
保障財源化分の
市町村交付金）

その他

社会福祉 福祉医療給付費 282,491 0 118,916 379 163,000 196

障がい者福祉事業 903,418 452,999 218,861 0 4,900 226,658

母子福祉事業 148,134 49,580 1,527 57 8,000 88,970

児童福祉事業 1,829,832 471,685 203,866 15,093 170,400 968,788

高齢者福祉事業 60,339 0 0 10,448 10,900 38,991

生活保護給付費 836,107 624,241 3,366 3,001 2,000 203,499

小　計 4,060,321 1,598,505 546,536 28,978 359,200 1,527,102

社会保険 国民健康保険事業 264,454 32,308 114,827 0 8,000 109,319

介護保険事業 577,719 34,229 17,114 0 64,000 462,376
後期高齢者医療事業 519,134 0 91,658 0 5,000 422,476

小　計 1,361,307 66,537 223,599 0 77,000 994,171

保健衛生 感染症対策事業 78,440 1,465 0 0 13,400 63,575

母子保健事業 34,678 3,834 1,005 399 7,400 22,040

健康増進事業 81,393 145 2,025 37,993 3,000 38,230

小　計 194,511 5,444 3,030 38,392 23,800 123,845

5,616,139 1,670,486 773,165 67,370 460,000 2,645,118

※引上げ分の地方消費税収は全て社会保障施策に要する経費に充てることとされている。

令和５年度潟上市一般会計予算における
地方消費税市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる

社会保障施策に要する経費について

合　計

分野 事業名 経費

参考
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Ⅱ 重点施策の概要

「進化する潟上」の創造 ３つの力

１１,３８１,４０６千円

ふるさと潟上の将来を見据えた「稼げる力」「支える力」「考える力」を政策の柱

とし、市民が幸せを実感し、誇りや生きがいをもって暮らせる魅力あるまちづくりを

推進する。（再掲を含む）

※括弧内は「当初予算概要（事業編）」のページ

「稼げる力」の創造 ６１８,５６９千円

地域活力の源となる地域産業においては、先人から受け継がれてきた地域資源の活

用や付加価値の向上を通じて農林水産業者の生産拡大を支援するほか、特産品の開発

や販路拡大、地域ブランド等のＰＲ強化による観光振興を図るとともに、雇用創出の

ための環境整備を推進し「稼げる力」を創造する。

１ 農業生産力の向上及び担い手支援

(１)農業振興事業（23 ページ） ７,９８５千円

農作物の生産性及び品質の向上を図るため、機械・施設の導入、病害虫防除の

取組を支援する。

①【拡充】稼げる力！農業生産体制強化応援事業費補助金

３,０００千円

若手農業者の就農定着や認定農業者へのステップアップを図るため、生産

体制の強化や経営拡大に向けた取組を支援する。

・事業内容 機械・施設の導入補助

【拡充】農業用ドローン、直進アシスト付きトラクター

・実施主体 新規就農者又は申請時の年齢が 60 歳未満の農業者

・補助率等 3/10（限度額 300 万円）

②夢ある園芸産地創造事業費補助金 １,５０５千円

戦略作物等の産地化と収益性の高い農業経営の確立を図るため、必要な機

械・施設の導入を支援する。

・事業内容 機械・施設の導入補助

・実施主体 認定農業者、新規就農者等

・補助率等 県 1/3、市 1/5
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(２)担い手の育成・確保事業（24 ページ） ８,３９５千円

産地間競争に耐えられる経営体を育成するため、国の農業構造改革に対応した

支援をする。

①【新規】ドローンオペレーター育成費補助金 ５００千円

農作業の省力化や低コスト化を推進するため、ドローン操作の資格の取得を

支援する。

・事業内容 資格取得費用の補助

・補助率等 2/5（限度額 10 万円）

②農業次世代人材投資事業費補助金 ７,５００千円

就農定着と経営の確立を図るため、新規就農者を支援する。

・実施主体 認定新規就農者（就農時 49 歳以下）

・補助率等 定額(150 万円)、最長３年間

(３)【新規】第 146 回秋田県種苗交換会（26 ページ） ２４,７２２千円

本市及び秋田県全体の農業振興と地域経済の活性化を図るため、秋田県種苗交

換会潟上市協賛会を支援し、関係団体と連携しながら開催準備を進める。

・開催日程 令和５年 11 月２日～11 月６日（５日間）

・主な会場 天王総合体育館（主会場）

かたりあん、昭和工業団地、ブルーメッセあきた

２ 水産業の振興

(１)水産業振興事業（28 ページ） ３,５３１千円

本市の水産業振興を図るため、水産資源の確保や保全活動に向けた取組を支援

する。

①わかさぎ卵、うなぎ稚魚放流事業補助金 ８２９千円

・実施主体 八郎湖増殖漁業協同組合

・負担団体 潟上市、男鹿市、八郎潟町、井川町、三種町

・負担割合 地区割（定額）＋組合員数割

・放流予定 わかさぎ卵 8,000 万粒

②種苗放流事業補助金 １,３５６千円

・実施主体 秋田県漁業協同組合

・負担割合 市 6/10、秋田県漁業協同組合 4/10

・放流予定 ヒラメ１万尾、トラフグ１万尾

③水産多面的機能発揮対策事業負担金 ８６３千円

・実施主体 天王の風、海の森天王

・負担割合 国 7/10、県・市 3/10

・事業内容 藻場、干潟等の保全
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３ 雇用促進対策の推進

(１)【新規】無料職業紹介所運営事業（29 ページ） １,８９０千円

市内企業の人材不足の解消及び市民の就業場所の確保を図るため、「無料職業

紹介所」を開設し、市内における求職・求人のマッチングを促す。

・開設場所 潟上市役所内（産業振興部）

(２)【新規】潟上市企業移住者雇用イベント参加支援事業（29 ページ）５００千円

市内企業における人材確保を図るため、県外での求人開拓の取組を支援する。

・事業内容 雇用イベント等への参加に要する経費の一部を助成

・補助率等 対象経費×1/2（限度額５万円）

(３)【拡充】起業・創業支援事業（31 ページ） ２,９００千円

新たな産業の育成による地域活性化を図るため、市内での創業を支援する。

・事業内容 創業支援助成金

・補助率等 通 常 枠 対象経費×1/2（限度額 30 万円）

【拡充】女性・若者枠 対象経費×1/2（限度額 50 万円）

【拡充】移 住 者 枠 対象経費×2/3（限度額 100 万円）

(４)事業所従業員育成支援事業（31 ページ） ６２０千円

事業所の従業員のスキルアップや労働環境・処遇の向上を図るため、資格取得

の取組を支援する。

・事業内容 ワーキングスキルアップ支援助成金

・補助率等 通 常 枠 対象経費×1/3（限度額５万円）

女性活躍応援枠 対象経費×1/2（限度額８万円）

・補助上限 １人につき年度内１回（１資格）限り
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(５)中小企業等稼げる力創出事業（31 ページ） ２０,０００千円

事業者の所得向上等により安定的な経営を図るため、事業再編や事業承継など

の取組を支援する。

・事業内容 10％以上の所得向上が見込まれる事業計画に基づく取組に補助

・補助率等 単独 対象経費×1/2 以内（限度額 500 万円）

共同 対象経費×1/2 以内（限度額 1,000 万円）

(６)事業者ＩＣＴ化支援事業（32 ページ） ６００千円

事業者の売上向上やキャッシュレス化に対応するため、ＩＣＴ化に向けた取組

を支援する。

①事業者ＥＣサイト等活用補助金 ４００千円

・補助率等 対象経費×1/2 以内（限度額 20 万円）

・補助上限 １事業者につき１回限り

②事業者キャッシュレス決済等導入補助金 ２００千円

・補助率等 対象経費×1/2 以内（限度額 20 万円）

・補助上限 １事業者につき１回限り

(７)工場等設置奨励事業（30 ページ） ６,６２４千円

市外からの企業誘致を積極的に展開するため、潟上市工場等設置奨励条例に基

づき、誘致企業への支援を行う。

①企業誘致助成事業 ２,９００千円

雇用奨励金

・補助率等 １人あたり 10 万円（潟上市民に限る）

・限度額等 ３年間で 500 万円まで

設備投資助成金

・補助率等 [通常分]

新設 20％、増設 10％（限度額 3,000 万円）

[本社機能移転促進助成分]

用地、設備へ各 10％上乗せ（限度額 2,000 万円）

②企業誘致職員派遣 ３,７２４千円

・派 遣 先 秋田県企業立地事務所（東京都）

・事業内容 企業折衝費（旅費、住宅借上料 等）
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４ 特産品等の販売促進

(１)特産品等販売促進事業（31 ページ） ３,０６４千円

秋田中央地域の農産物販売や特産品化の取組を促進するため、秋田中央地域地

場産品活用促進協議会の事業へ参画する。

・事業内容 県内及び県外プロモーション活動、

ＥＣサイト「あきたづくし」の運用

(２)ふるさと納税事業（55 ページ） ７３,９７８千円

地場産業の活性化を図るため、既存の特産品や新たに開発された特産品を返礼

品に活用する。

・事業内容 返礼品の提供

新たな返礼品（特産品）の開発・既存品のブラッシュアップ

広告の実施 等

５ 観光の振興と本市魅力の積極的な情報発信

(１)観光イベント事業（32 ページ） ９,０１９千円

交流人口の増加及び地場産業の振興を図るため、市内外の観光イベント事業へ

参画し、本市の観光をＰＲする。

(２)地域活性化イベント事業（33 ページ） ２２,１５７千円

交流人口の増加及び地場産業の振興を図るため、天王グリーンランドまつりを

開催する。

・開催予定日 令和５年８月 20 日（日）

(３)情報発信事業（55 ページ） １７,０７８千円

市内外に向けて潟上市の魅力や行政情報を発信するため、様々なメディア等を

活用し情報発信に取り組む。

・事業内容 広報「かたがみ」の発行

ホームページの運用・管理

公式ＹｏｕＴｕｂｅ等ＳＮＳの活用
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「支える力」の創造 １０,６３８,０１７千円

新型コロナウイルス感染症対策を維持するとともに、道路や上下水道などの社会イ

ンフラの整備のほか、少子高齢化や人口減少への対応、定住・移住の推進等を通じて、

行政や市民、各種団体、民間事業者等が連携して地域社会を支える体制を強化し、市

民の生命や財産、健康、子育て・教育環境など、誰もがいきいきと夢や希望、誇りを

もって暮らせるための「支える力」を創造する。

１ 新型コロナウイルス感染症対策を含む医療機関との連携強化

(１)救急医療等支援事業（14 ページ） ２３,０５７千円

地域の医療機能の確保と維持を図るため、救急医療等の不採算分野を担う公的

病院に対して、運営に要する経費を補助する。

・補 助 先 秋田厚生医療センター

２ 子育て支援の充実

(１)かたがみ未来子育て応援事業（36 ページ） １３,９７０千円

子育て世帯のライフステージ（出生及び小・中学校入学時）に応じた支援の充

実を図るため、「かたがみ未来子育て応援金」を給付する。

・支給額等 出生児 １万円

新小学１年生 ２万円

新中学１年生 ３万円

(２)地域子育て支援センター運営事業（40 ページ） １８,７４４千円

在宅育児支援や育児に関する相談、育児サークル等の支援を行うため、地域の

子育て支援の拠点となる子育て支援センターを運営する。

・事業内容 子育て支援センター４か所の運営

(３)ファミリーサポートセンター事業（40 ページ） ５９９千円

安心して子どもを生み育てる環境づくりを推進し、地域全体で子育て家族を支

援するため、ファミリーサポートセンター事業を実施する。

・事業内容 子育てサポーター養成講座、フォローアップ研修会等
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３ 産前産後支援の充実

(１)【新規】産前産後サポート事業（42 ページ） ３８４千円

安心して妊娠、出産ができるようにするため、育児サービス等の子育て支援体

制を整備する。

・事業内容 妊産婦を対象とした座談会とミニ講座

多胎妊産婦・家庭を対象とした外出補助や家事支援

(２)【新規】母子手帳アプリオンライン相談事業（35 ページ） ４８９千円

妊娠や出産・子育てに対する不安を軽減するため、外出が難しい妊産婦に対し

母子手帳アプリを利用したオンライン相談を実施する。

・事業内容 母子手帳アプリオンライン相談導入及び運用保守

(３)伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業（36 ページ）

１８,０９０千円

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができる環境を整備するため、

妊娠期から出産・子育てまでの伴走型相談支援と経済的支援を一体的に行う。

①伴走型相談支援 ９０千円

妊婦・子育て世帯を様々なニーズに応じた支援をするため、出産・育児等に

関する面談や継続的な情報発信等を行う。

・面 談 時 期 １.妊娠届出時

２.妊娠８か月頃

３.出生届出時

・対 象 者 妊産婦等

・面 談 方 法 オンラインを含め対面が原則

②出産・子育て応援給付金 １８,０００千円

伴走型相談支援の実効性をより高めるために、経済的支援を一体的に行う。

・支 給 額 等 妊娠届出時の面談後に妊婦 1 人あたり５万円

出生届出時の面談後に子ども 1 人あたり５万円
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４ 就学前教育・保育の推進

(１)すこやか子育て支援事業（38 ページ） ３０,７３６千円

子育て世帯の経済的な負担を軽減するため、保育料や副食費を助成する。

①保育料助成事業 ２７,５７９千円

・事業対象 国の幼児教育・保育の無償化の対象とならない未就学児の保育料

・補 助 率 ａ）低所得世帯 1/2 その他の世帯 1/4

（一定基準内所得の世帯）

ｂ）平成 28 年 4 月 2 日以降に第 3 子以降が生まれた世帯の第 2

子以降及び平成 30 年 4 月 2 日以降に生まれた第 2 子以降

10/10（一定基準内所得の世帯）

ｃ）平成 30 年 4 月 2 日以降に第 3 子以降が生まれた世帯の第 2

子以降 1/2（所得制限あり）

ｄ）ひとり親世帯 1/2（一定基準内所得の世帯）

・負担割合 県 1/2、市 1/2

②副食費助成事業 ３,１５７千円

・事業対象 幼稚園、保育所等を利用する３歳以上の未就学児の副食費

・補 助 率 ａ）世帯年収に応じ 1/2 又は 1/4

（一定基準未満の所得の世帯は免除）

ｂ）平成 28 年 4 月 2 日以降に第 3 子以降が生まれた世帯の第 2

子以降及び平成 30 年 4 月 2 日以降に生まれた第 2 子以降

10/10

ｃ）ひとり親世帯 1/2

・負担割合 県 1/2、市 1/2

(２)保育所・認定こども園運営事業（39 ページ） ９９６,４１４千円

就学前の乳幼児に教育及び保育を行うため、市内５か所の教育保育施設を運営

する。

【令和５年度実施工事】

・昭和こども園設備改修工事 ３４,９０６千円

・追分保育園屋根改修工事 ２８,４６２千円

・若竹幼児教育センター設備改修工事 １,７６０千円
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(３)子どものための教育・保育給付事業（39 ページ） ３１２,４１５千円

国の子ども・子育て支援新制度に基づき、潟上市立施設以外の施設の利用に対

する経費を支援する。

①特定保育施設運営費負担金 １０８,４０１千円

②特定教育施設運営費負担金 ４０,０３６千円

③広域入所保育委託料 １４,８９６千円

④特定地域型保育施設運営費負担金 １４９,０８２千円

５ 福祉医療制度の推進

(１)福祉医療給付事業（19･36 ページ） ２８２,４９１千円

高齢身体障害者及び重度心身障害(児)者並びに高校生相当年齢までの子どもの

心身の健康の保持と生活の安定を図るため、医療費自己負担分を助成する。

・事業内容 福祉医療費 ２７１,９０９千円

システム改修費 ４,７５８千円

事務費 ５,８２４千円

６ 学校教育の充実

(１)小・中学校管理運営事業（46 ページ） ２７７,０８７千円

児童生徒の、安全・安心な学校生活を確保するため、学習環境を整備する。

【主な事業】

①相談体制整備事業 ２,５７２千円

不登校やいじめ等の問題に対応するため、「心の教室相談員」や「子どもと

親の相談員」を配置し、児童生徒や保護者が相談しやすい体制を整備する。

②コミュニティ・スクール事業 １,１０７千円

学校と地域との連携・協働を図るため、学校運営協議会（コミュニティ・ス

クール）や地域学校協働活動を推進する。

③学校サポーター事業 ４,６９９千円

教材開発や学校図書館の充実を図るため、中学校区に１人ずつ学校サポータ

ーを配置する。

④図書館支援事業 ３,９２２千円

生徒の読書への関心を高めるとともに、学校図書館を活用した学習が円滑に

行えるよう支援するため、中学校に１人ずつ図書館支援員を配置する。

⑤大豊小学校スクールバス運行事業 １８,９８８千円

豊川地区に居住する大豊小学校の児童の通学安全等を確保するため、スクー

ルバスを運行する。

⑥学校改修事業 ８２,１２６千円 等
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(２)学校ＩＣＴ環境活用支援事業（45 ページ） ６,８１４千円

学校教育のデジタル化に対応するため、タブレット端末やデジタル教材を全て

の児童生徒が活用できる学習の推進を図る。

(３)【新規】学校ホームページ構築事業（45 ページ） ２,９４４千円

地域に開かれた学校を推進し、児童生徒や保護者、地域住民に向けたスムーズ

な情報発信の充実を図るため、市立小・中学校のホームページを統一化する。

７ 家庭教育支援の充実

(１)【新規】家庭教育支援事業（48 ページ） ４０千円

子育て世代の交流機会を提供するため、子育てや家庭教育に関する講座、親子

で体験できる講座等を実施する。

８ スポーツ活動の推進

(１)スポーツフェスティバル（49 ページ） ６,６１５千円

運動やスポーツを通じて市民の健康増進と運動習慣の定着を図るため、

スポーツイベントを開催する。

(２)スポーツによる地域活性化プロジェクト応援事業（49 ページ)８０,０００千円

スポーツ振興及び交流人口の拡大による地域活性化を図るため、ブラウ

ブリッツ秋田トップチームの活動拠点となる施設の整備を支援する。

【企業版ふるさと納税活用事業】

・支援対象 秋田県サッカー協会

９ 幹線道路の整備等

(１)道路改良・舗装、雨水対策事業等（８ページ） ２４１,５３０千円

安全で快適な道路利用を確保するため、市道の改良・舗装整備等を実施する。

・武利子澤白洲野樹園地１号線ほか２路線（拡幅改良）

・二田追分線（歩道設置・拡幅改良）

・今戸・飯田川線（交通安全対策）

・千刈田・中羽立線（舗装補修）

・二田追分線、追分下出戸線交差点（交通安全対策）

・雨水対策事業
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(２)橋りょう長寿命化修繕事業（９ページ） １４４,０００千円

橋りょうの長寿命化を図るため、補修工事等を実施する。

・妹川大橋（補修）

・高田橋（補修）

・豊川橋（補修）

10 上水道の安定供給

(１)（仮称）新天王浄水場整備事業（11 ページ） １,０９５,４７７千円

老朽化が著しい浄水場を統廃合し、将来の人口規模を見据えた新たな施設を整

備する。

11 地域防災力の向上

(１)【新規】自主防災組織等支援事業（３ページ） １７８千円

地域防災力の強化を図るため、自主防災組織等の活動を支援するとともに、市

民による防災士養成研修の受講を推進する。

①自主防災組織等活動支援補助金 １５０千円

②防災士養成研修補助金 ２４千円

(２)小型動力ポンプ積載車購入事業（３ページ） １５,１８９千円

災害対応能力の向上を図るため、消防団車両の更新を行う。

・小型動力ポンプ積載車３台更新（石油貯蔵施設立地対策等交付金対象事業）

12 ライフステージに応じた切れ目のない支援

(１)潟上市大学生等応援事業（34 ページ） １,６３３千円

若者のふるさと回帰、県内定着の促進、関係人口の増加を図るため、市外在住

の学生へ市の特産品等を送付する。

(２)移住者支援補助金（34 ページ） ３,０００千円

中小企業等における人手不足の解消を図るため、東京圏から本市への定住・移

住を促進する。

・補助対象 条件不利地域以外の東京圏に在住し、東京 23 区に通勤していた

者がいる２人以上の世帯

・限 度 額 100 万円
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(３)【新規】はじめての潟上暮らし応援助成金（34 ページ） ４００千円

移住者の生活の早期安定を図り、市内への定住を促進するため、移住に伴う費

用負担の一部を助成する。

・補助対象 令和５年４月１日以降に本市へ移住し、秋田県が実施する「はじ

めての秋田暮らし応援事業」による助成の決定を受けている方

・限 度 額 １世帯あたり 10 万円

(４)【新規】潟上市結婚新生活支援事業（35 ページ） ３,９００千円

夫婦ともに 39 歳以下の世帯の経済的負担を軽減するため、婚姻に伴う住居費等

の一部を助成する。【地域少子化対策重点推進交付金活用事業】

・補助対象 婚姻に伴う住宅取得費用、リフォーム費用、住宅賃借費用、

引越費用

・限 度 額 １世帯あたり 30 万円

ただし、夫婦ともに 29 歳以下の場合は１世帯あたり 60 万円

(５)【新規】過疎地域定住・移住推進助成金（34 ページ） ４００千円

市内過疎地域における担い手の確保、地域活性化を図るため、過疎地域への定

住・移住を促進する。

・補助対象 本市の過疎地域に移住した方のうち、次のいずれかに該当する方

(1)移住者支援補助金の対象者

(2)はじめての潟上暮らし応援助成金の対象者

(3)本人又は配偶者のいずれかあるいはその両方が移住者で、

潟上市結婚新生活支援事業補助金の対象者

・限 度 額 １人あたり 10 万円

(６)【新規】帯状疱疹ワクチン予防接種事業（14 ページ） ２,６４９千円

帯状疱疹の発症予防と、帯状疱疹発症後の後遺症予防や症状の軽減を図るため、

帯状疱疹ワクチン予防接種(任意接種)の接種費用を助成する。

・対 象 65 歳以上

・助成額等 生 ワ ク チ ン ５千円（１人１回まで）

不活化ワクチン ５千円（１人２回まで）

・予定人数 400 人
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(７)【拡充】はり・きゅう・マッサージ療養助成事業（18 ページ） ６５５千円

市民の健康保持及び福祉の増進に寄与するため、はり・きゅう・マッサージ療

養費を助成する。

・対象者等 満 75 歳以上 １回１千円助成 年度内 12 回限度

(８)【拡充】緊急通報体制等整備事業（18 ページ） ６,６４５千円

ひとり暮らし高齢者等が地域で安心して生活するため、緊急時に民間警備会社

へ連絡できる体制を整える。
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「考える力」の創造 １２４,８２０千円

今後も厳しい行財政運営が想定される中、公共サービスの負担の公平性と適正化を

確保するとともに、デジタル化の推進による各種手続きの効率化を図るほか、複雑多

様化する市民ニーズや様々な行政課題に柔軟に対応する必要があるため、市職員自ら

が考え行動するとともに、市民の積極的なまちづくりへの参加を促し、対話と交流の

場を通じて、誰もが知恵を出し合える「考える力」を創造する。

１ 市民主体のまちづくり活動の支援

(１)【新規】地域づくりチャレンジ支援事業（53 ページ） １２０千円

高齢化や人口減少による自治会等の担い手不足の解消及び地域の活動の活性化

を図るため、自治会が広域的に連携して活動する組織の設立を目指す団体を支

援する。

・補助対象 広域コミュニティ組織設立に係る経費

２ 行政サービスのデジタル化の推進

(１)ＤＸ推進事業（12 ページ）※一部再掲 ３０,７１１千円

行政の効率化及び市民の利便性向上を図るため、行政サービスのデジタル化を

推進する。

①市税コンビニ・スマホ・クレジット納付事業 ３,３７８千円

・事業内容 市民の利便性向上のため、市税コンビニ・スマホ・クレジット

納付を導入する。

・開始時期 令和５年４月

②Ｗｅｂ口座振替受付サービス事業 ２,０８７千円

・事業内容 市民の利便性向上のため、Ｗｅｂ口座振替受付サービスを導入

する。

・開始時期 令和５年４月

③マイナンバーカード交付推進事業 １０,４６７千円

・事業内容 マイナンバーカード普及促進のため、出張申請、出張申請サ

ポートを継続実施する。

④【新規】医療扶助のオンライン資格確認導入事業 ４,５３２千円

・事業内容 医療扶助のオンライン資格導入に向けた準備をするため、生活

保護システムを改修する。

⑤母子手帳アプリオンライン相談事業 ４８９千円

・事業内容 外出が難しい妊産婦を支援するため、オンライン相談を導入す

る。
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⑥学校ＩＣＴ活用支援事業 ※再掲 ６,８１４千円

・事業内容 学校教育のデジタル化に対応するため、タブレット端末やデジ

タル教材を全ての児童生徒が活用できる学習の推進を図る。

⑦【新規】学校ホームページ構築事業 ※再掲 ２,９４４千円

・事業内容 地域に開かれた学校を推進し、児童生徒や保護者、地域住民に

向けたスムーズな情報発信の充実を図るため、市立小・中学校

のホームページを統一化する。

３ 公共施設マネジメントの推進

(１)公共施設解体事業（56 ページ） １７,３０４千円

公共施設の適正な管理と市民の安全を図るため、老朽化した施設や、集約化で

廃止した施設の解体を実施する。

①解体前アスベスト調査

・旧昭和衛生センター １,０９５千円

②解体工事設計（解体工事は補正予算計上予定）

・昭和交流センター ２,０８１千円

③解体工事等

・青年会館 ３,２３１千円

・ふれあいの家 １０,８９７千円

４ 職員の育成と研修の充実

(１)職員育成事業（54 ページ） １,３８１千円

職員研修計画に基づき、専門知識や実務遂行能力をもった職員を育成するため、

県等への職員派遣や各種研修を実施する。


